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1. 概要 

本書は，工事計画認可申請書に添付する波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設のうち，中央制御室天井に設置している下記設備の耐震計算について，説明す

るものである。 

 

・ 中央制御室天井照明 

・ 排煙ダクト（中央制御室排煙設備系） 

・ 防煙垂れ壁 
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2. 中央制御室天井照明 

2.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震

評価方針」にて設定している耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である中央制御

室天井照明（Ｃクラス施設）が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度

を有していることを確認することで，下部に設置された上位クラス施設である安全設

備制御盤，原子炉制御盤，中央制御室空調換気系の管に対して，波及的影響を及ぼさ

ないことを説明するものである。 

 

2.2 一般事項 

2.2.1 配置概要 

中央制御室天井照明は，制御室建物４階の天井に設置される。中央制御室天井

照明は，図 2－1 の位置関係図に示すように，上位クラス施設である安全設備制

御盤，原子炉制御盤，中央制御室空調換気系の管の上部に設置されていることか

ら，地震時に本機器が落下した場合は，上位クラス施設である安全設備制御盤，

原子炉制御盤，中央制御室空調換気系の管に対して波及的影響を及ぼすおそれが

ある。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 中央制御室天井照明と原子炉制御盤等の位置関係図（黒枠：評価対象範囲） 

 

 

2.2.2 構造計画 

中央制御室天井照明の構造計画を表 2－1 に示す。 
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2.2.3 評価方針 

中央制御室天井照明の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれの

ある下位クラス施設の耐震評価方針」に従い実施する。 

評価については，「2.2.2 構造計画」にて示す中央制御室天井照明の部位を踏

まえ「2.3 評価部位」にて設定する箇所において，「2.4.3 解析モデル及び諸

元」及び「2.4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による

応力等が許容限界内に収まることを，「2.4 地震応答解析及び構造強度評価」に

て示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「2.5 評価結果」に示す。 

中央制御室天井照明の耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 中央制御室天井照明の耐震評価フロー 

 

  

解析モデル設定 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

設計用地震力 

中央制御室天井照明の構造強度評価 
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2.2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０

１・補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協

会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日

本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）

（以下「設計・建設規格」という。） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改訂） 
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2.2.5 記号の説明 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 

ＡＢｉ ボルトの呼び径断面積＊ mm2 

ＡＣ コーン状破壊面の有効水平投影面積 mm2 

Ａｑｃ せん断荷重方向の側面におけるコーン状破壊面の有効投影面積 mm2 

ＡＳ 支持鋼材・補強斜材の断面積 mm2 

ＡｓＳ 支持鋼材・補強斜材のせん断断面積 mm2 

ＡｓｙＳ 支持鋼材・補強斜材の1軸方向のせん断断面積 mm2 

ＡｓｚＳ 支持鋼材・補強斜材の2軸方向のせん断断面積 mm2 

ＡＷ 溶接断面の断面積 mm2 

ｃ へりあき寸法 mm 

ＣＨ（ＥＷ） 

ＣＨ（ＮＳ） 

水平設計震度（ＥＷ方向） 

水平設計震度（ＮＳ方向） 

― 

― 

ＣＶ 鉛直設計震度 ― 

ｃσｑａ コンクリートの支圧強度 MPa 

ｃσｔ 

Ｄ 

コーン状破壊に対するコンクリートの割裂強度 

基礎ボルト本体の直径 

MPa 

mm 

ｄｏｉ ボルトの呼び径＊ mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｅｃ コンクリートの縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1（1）に定める値 MPa 

Ｆ＊ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｃ コンクリートの設計基準強度 MPa 

ＦｘＢｉ ボルトのx軸方向に作用する荷重＊ N 

ＦｙＢｉ ボルトのy軸方向に作用する荷重＊ N 

ＦｚＢｉ 

Ｆｘ 

ボルトのz軸方向に作用する荷重＊ 

継手位置におけるx軸方向荷重 

N 

N 

ＦｘＳ 

ＦｘＷ 

Ｆｙ 

支持鋼材・補強斜材の軸力 

溶接箇所におけるx軸方向荷重（軸力） 

継手位置におけるy軸方向荷重 

N 

N 

N 

ＦｙＳ 

ＦｙＷ 

Ｆｚ 

支持鋼材・補強斜材の1軸方向のせん断荷重 

溶接箇所におけるy軸方向荷重（せん断力） 

継手位置におけるz軸方向荷重 

N 

N 

N 

ＦｚＳ 

ＦｚＷ 

支持鋼材・補強斜材の2軸方向のせん断荷重 

溶接箇所におけるz軸方向荷重（せん断力） 

N 

N 
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 

ƒｂｍ 許容曲げ応力 MPa 

ƒｃｍ 許容圧縮応力 MPa 

ƒｃｂ１ 圧縮と曲げを同時に受ける支持鋼材，補強斜材の許容応力① MPa 

ƒｃｂ２ 圧縮と曲げを同時に受ける支持鋼材，補強斜材の許容応力② MPa 

ƒｅｑ 垂直応力とせん断応力の許容組合せ応力 MPa 

ƒｓｍ 許容せん断応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｍ 許容引張応力 MPa 

ƒｔｂ１ 引張と曲げを同時に受ける支持鋼材，補強斜材の許容応力① MPa 

ƒｔｂ２ 引張と曲げを同時に受ける支持鋼材，補強斜材の許容応力② MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 
引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（許容

組合せ応力） 
MPa 

Ｉ 断面二次モーメント mm4 

ｉ 断面二次半径 mm 

Ｊ 

Ｌ 

ねじり剛性 

継手部における4隅のボルト間距離の半分 

mm4 

mm 

ℓ 
基礎ボルトの埋込み深さで，母材表面から拡張面先端までの距

離 
mm 

ｌＢｉ 基礎ボルトの埋込み深さ＊ mm 

ℓｃｅ 強度算定用埋込み深さ mm 

ｋ 

Ｍｘ 

座屈長さ 

継手位置のx軸周りの曲げモーメント 

mm 

N・mm 

ＭｘＳ 

ＭｘＷ 

Ｍｙ 

支持鋼材・補強斜材のねじりモーメント 

溶接箇所におけるx軸周りのねじりモーメント 

継手位置のy軸周りの曲げモーメント 

N・mm 

N・mm 

N・mm 

ＭｙＳ 

ＭｙＷ 

Ｍｚ 

支持鋼材・補強斜材のy軸周りの曲げモーメント 

溶接箇所におけるy軸周りの曲げモーメント 

継手位置のz軸周りのねじりモーメント 

N・mm 

N・mm 

N・mm 

ＭｚＳ 

ＭｚＷ 

ｎ 

ｎｂ 

ｎｔ 

支持鋼材・補強斜材のz軸周りの曲げモーメント 

溶接箇所におけるz軸周りの曲げモーメント 

継手ボルト総本数 

曲げによる引張に寄与するボルト本数 

モーメントによるせん断に寄与するボルト本数 

N・mm 

N・mm 

― 

― 

― 
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 

ｐＢｉ 基礎ボルトの引張荷重＊ N 

ｐａ 基礎ボルトの許容引張荷重 N 

ｐａ１ 基礎ボルトの降伏により決まる許容引張荷重 N 

ｐａ２ コンクリートのコーン状破壊により決まる許容引張荷重 N 

Ｑ１Ｂｉ 
x軸方向反力によりボルトに生じるせん断荷重とねじりモーメ

ントによりボルトに生じるせん断荷重の和＊ 
N 

Ｑ２Ｂｉ 
y軸方向反力によりボルトに生じるせん断荷重とねじりモーメ

ントによりボルトに生じるせん断荷重の和＊ 
N 

ｑＢｉ 基礎ボルトのせん断荷重＊ N 

ｑａ 基礎ボルトの許容せん断荷重 N 

ｑａ１ 基礎ボルトのせん断強度により決まる許容せん断荷重 N 

ｑａ２ コンクリートの支圧強度により決まる許容せん断荷重 N 

ｑａ３ コンクリートのコーン状破壊により決まる許容せん断荷重 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

ｓｃａ 
ボルトの最小断面積又はこれに接合される鋼材の断面積で危険

断面における値 
mm2 

Ｓｙ（ＲＴ） 
設計・建設規格  付録材料図表  Part5 表8に定める材料の

40℃における値 
MPa 

ｓσｐａ 基礎ボルトの引張強度 MPa 

ｓσｑａ 基礎ボルトのせん断強度 MPa 

ｓσｙ 基礎ボルトの降伏点強度 MPa 

Ｔ１Ｂｉ 軸方向反力によりボルトに生じる引張荷重＊ N 

Ｔ２Ｂｉ x軸周り曲げモーメントによりボルトに生じる引張荷重＊ N 

Ｔ３Ｂｉ y軸周り曲げモーメントによりボルトに生じる引張荷重＊ N 

ＺＳ 支持鋼材・補強斜材の断面係数 mm3 

ＺｐＳ 支持鋼材・補強斜材の極断面係数 mm3 

ＺｙＳ 支持鋼材・補強斜材のy軸周りの断面係数 mm3 

ＺｙＷ 溶接断面のy軸周りの断面係数 mm3 

ＺｚＳ 支持鋼材・補強斜材のz軸周りの断面係数 mm3 

ＺｚＷ 溶接断面のz軸周りの断面係数 mm3 

ＺｐＷ 溶接断面の極断面係数 mm3 

αｃ 施工のばらつきを考慮した低減係数 ― 

Λ 限界細長比 ― 
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 

γ 単位体積重量 kN/m3 

λ 有効細長比 ― 

ν ポアソン比 ― 

 ν′ 座屈に対する安全率 ― 

π 円周率 ― 

σｂＳ 支持鋼材・補強斜材に生じる曲げ応力 MPa 

σｃｂ１Ｓ 
支持鋼材・補強斜材の圧縮力と曲げモーメントを受ける部材応

力① 
MPa 

σｃｂ２Ｓ 
支持鋼材・補強斜材の圧縮力と曲げモーメントを受ける部材応

力② 
MPa 

σｃＳ 支持鋼材・補強斜材に生じる圧縮応力 MPa 

σｅｑＳ 
支持鋼材・補強斜材に生じる垂直応力とせん断応力の組合せ応

力 
MPa 

σｔＢｉ ボルトに生じる引張応力＊ MPa 

σｔｂ１Ｓ 
支持鋼材・補強斜材の引張力と曲げモーメントを受ける部材応

力① 
MPa 

σｔｂ２Ｓ 
支持鋼材・補強斜材の引張力と曲げモーメントを受ける部材応

力② 
MPa 

σｔｓＢｉ ボルトの引張とせん断応力の組合せ＊ MPa 

σｔＳ 支持鋼材・補強斜材に生じる引張応力 MPa 

σｔＲ 補強材の引張応力 MPa 

τＢｉ ボルトに生じるせん断応力＊ MPa 

τＭｔＷ ねじりモーメントにより発生する溶接箇所のせん断応力 MPa 

τＭＷ 曲げモーメントにより発生する溶接箇所のせん断応力 MPa 

τＮＷ 軸力により発生する溶接箇所のせん断応力 MPa 

τＱＷ せん断力により発生する溶接箇所のせん断応力 MPa 

τＲ 補強材に生じるせん断応力 MPa 

τＳ 支持鋼材・補強斜材に生じるせん断応力 MPa 

τＷ 溶接断面のせん断応力 MPa 

φ１ 低減係数 ― 

φ２ 低減係数 ― 

注記＊：ＡＢｉ，ｄｏｉ，ＦｘＢｉ，ＦｙＢｉ，ＦｚＢｉ，ｌＢｉ，ｐＢｉ，Ｑ１Ｂｉ，Ｑ２Ｂｉ，

ｑＢｉ，Ｔ１Ｂｉ，Ｔ２Ｂｉ，Ｔ３Ｂｉ，σｔＢｉ，σｔｓＢｉ，τＢｉの添字ｉの意

味は，以下のとおりとする。 

i = 1 : 基礎ボルト（メカニカルアンカ） 
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i = 2 : 継手ボルト 

i = 3 : 照明ボルト（取付ボルト） 

 

2.2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2 位＊2 四捨五入 小数点以下第 1 位＊3 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3 位の場合は，小数点以下第 3 位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2 位の場合は，小数点以下第 2 位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及

び降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切捨て，整数位

までの値とする。
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2.3 評価部位 

中央制御室天井照明の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」

に示す条件に基づき，Ｕ吊型・直吊型両モデルの部材を評価し，支持鋼材，補強斜

材，補強材，照明ボルト，継手ボルト，基礎ボルト，溶接部を評価対象とする。 

基礎ボルト，コンクリート部は各種合成構造設計指針・同解説に基づいたメカニ

カルアンカの評価を実施する。溶接部については，補強材部の溶接部は，解析で求め

た発生応力で評価し，鋼材間の溶接部は，はり要素端部のせん断力から，溶接断面の

応力を算出することで評価する。照明ボルトと取付ボルトは，同サイズ，同材質であ

り，表 2－1 に示すとおり同軸上にある。そのため，解析で求めた支持鋼材のボルト

位置の荷重を使用して応力評価を実施する。 

中央制御室天井照明の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

 

2.4 地震応答解析及び構造強度評価 

2.4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 中央制御室天井照明は，Ｕ吊型，直吊型の中央制御室天井照明に対し，

「4.3 解析モデル及び諸元」に示す３次元ＦＥＭモデルによる地震応答解析

を実施する。 

(2) 地震力は，中央制御室天井照明に対してＮＳ方向，ＥＷ方向及び鉛直方向

から個別に作用させ，作用する荷重の算出においてＳＲＳＳ法にて組合せる。 

(3) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

2.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

2.4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

中央制御室天井照明の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対

象施設の評価に用いるものを表 2－3 に，重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 2－4 に示す。 

 

2.4.2.2 許容応力 

中央制御室天井照明の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

基づき表 2－5 に示す。 

 

2.4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

中央制御室天井照明の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表 2－6 に，重大事故等対処設備の評価に用いる

ものを表 2－7 に示す。 
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表
2－

3 
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態
（
設
計
基
準
対

象
施
設
）
 

施
設
区
分
 

機
器
名
称
 

耐
震
重
要
度
分
類
 

機
器
等
の
区
分
 

荷
重
の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

そ
の
他
 

中
央
制
御
室
天
井
照
明
 

Ｃ
 

―
＊
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｄ
＋
Ｓ

ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

注
記

＊
：

そ
の
他
の
支
持
構
造
物
の
荷
重
の
組
合

せ
及
び
許
容
応
力
を
適
用
す
る
。
 

  

表
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4 
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
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施
設
区
分
 

機
器
名
称
 

設
備
分
類
 

機
器
等
の
区
分
 

荷
重
の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

そ
の
他
 

中
央
制
御
室
天

井
照
明
 

―
 

―
＊
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋
Ｓ

ｓ
 

Ⅴ
Ａ
Ｓ
 

（
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と
し
て
Ⅳ

Ａ

Ｓ
の
許
容
限
界
を
用
い

る
。）

 

注
記
＊
：

そ
の
他
の
支
持
構
造
物
の
荷
重
の
組
合

せ
及
び
許
容
応
力
を
適
用
す
る
。
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表
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5
 
許
容
応
力
（

そ
の
他
の
支
持
構
造
物
）
 

許
容
応
力
状
態
 

許
容
限
界

＊
1,
 
＊
2
 

（
ボ
ル
ト
等
以
外
）
 

許
容
限
界

＊
1,
 
＊
2 

（
ボ
ル
ト
等
）
 

一
次
応
力
 

一
次
応
力
 

引
張
 

せ
ん
断
 

圧
縮
 

曲
げ
 

引
張
 

せ
ん
断
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

1.
5
・
fｔ

 
1.
5・

fs
 

1.
5・

fc
 

1.
5
・
fb
 

1
.
5・

f
t 

1
.
5・

f
s 

Ⅴ
Ａ
Ｓ
 

（
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と
し
て
Ⅳ

Ａ
Ｓ
の
許
容

限
界
を
 

用
い
る
。）

 

注
記
＊
1：

応
力
の
組
合
せ
が
考
え
ら
れ
る
場
合
に
は
，
組
合
せ
応
力
に
対
し
て
も
評
価
を
行
う
。
 

＊
2：

当
該
の
応
力
が
生
じ
な
い
場
合
，
規
格
基
準
で
省
略
可
能
と
さ
れ
て
い
る
場
合
及
び
他
の
応
力
で
代
表
可
能
で
あ
る
場
合
は
評
価
を
省
略
す
る
。
 

   
 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 
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表
2－

6 
使
用
材
料
の
許
容
応
力
評
価
条
件

（
設
計
基
準
対
象

施
設
）
 

評
価
部
材
 

材
料
 

温
度
条
件
 

（
℃
）
 

Ｓ
ｙ
 

(M
P
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
（
Ｒ
Ｔ
）
 

(
M
P
a
) 

補
強
材
 

SS
40
0 

（
厚
さ
≦
16
mm
）
 

周
囲
環
境
温
度
 

40
 

24
5 

4
0
0 

―
 

支
持
鋼
材
 

SS
40
0 

（
厚
さ
≦
16
mm
）
 

周
囲
環
境
温
度
 

40
 

24
5 

4
0
0 

―
 

補
強
斜
材
 

SS
40
0 

（
厚
さ
≦
16
mm
）
 

周
囲
環
境
温
度
 

40
 

24
5 

4
0
0 

―
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
メ
カ
ニ
カ
ル
ア
ン
カ
）
 

SU
M（

JI
S 
G 
48
04
）
 

SW
CH
（
JI
S 
G 
35
07
）
 

周
囲
環
境
温
度
 

40
 

24
0 

―
 

―
 

照
明
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2.4.3 解析モデル及び諸元 

中央制御室天井照明（Ｕ吊型及び直吊型）の解析モデルを図 2－3 及び図 2－4

に，解析モデルの概要を以下に示す。解析モデル諸元として，表 2－8 に支持鋼

材及び補強斜材の断面性能，表 2－9 に溶接断面の断面性能，表 2－10 に質量を

示す。また，機器の諸元を本計算書の【中央制御室天井照明（Ｕ吊型）の耐震性

についての計算結果】及び【中央制御室天井照明（直吊型）の耐震性についての

計算結果】の機器要目に示す。 

(1) 支持鋼材・補強斜材を軸芯位置ではり要素，補強材をシェル要素，照明器具

取付枠，照明器具を集中質量でモデル化したＦＥＭモデルを用いる。 

(2) 照明器具取付枠，照明器具の質量は，器具取付位置２か所に均等に割り振り

にて設定する。 

(3) 保守的な条件として，使用する照明器具のうち質量が一番大きい照明器具を

耐震評価対象として設定する。 

(4) 拘束条件は，基礎ボルト位置の節点を並進３自由度拘束とする。 

(5) 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値と各要素に発

生する荷重及びモーメントを求める。なお，評価に用いる解析コードの検証

及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）

概要」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－3 中央制御室天井照明（Ｕ吊型）の解析モデル （単位：mm） 

要素数：136 

節点数：109 
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図 2－4 中央制御室天井照明（直吊型）の解析モデル （単位：mm） 

  

要素数：99 

節点数：76 
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表 2－8 断面性能一覧（支持鋼材・補強斜材） 

形状 
ＡS 

(mm2) 

ＡｓS 

(mm2) 
I (mm4) Ｊ (mm4) ＺＳ (mm3) 

ＺｐＳ 

(mm3) 

□-50×50×

6.0t 
1056 600.0 

3.471×

105 
5.111×105 1.388×104 2.323×104 

□-125×125

×4.5t 
2117 1125 5.06×106 7.874×106 8.09×104 1.307×105 

 

 

表 2－9 断面性能一覧（溶接断面） 

照明吊 

タイプ 
形状 ＡＷ(mm2) ＺｙＷ  (mm3) ＺｚＷ  (mm3) ＺｐＷ (mm3) 

共通 
□-54.41×54.41

×2.205t 
460.4 7.701×103 7.701×103 1.202×104 

Ｕ吊型 
C-129.41×

49.055×2.205t 
492.0 1.907×104 2.922×103 3.616×102 

直吊型 
□-129.41×

54.41×2.205t 
791.2 1.599×104 2.610×104 2.929×104 

 

 

表 2－10 質量 

部位 
質量 

（kg） 

照明器具取付枠，照明器具 26.27 

Ｕ吊型支持鋼材 91.22 

直吊型支持鋼材 53.76 
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2.4.4 固有周期 

固有周期解析の結果を表 2－11 及び表 2－12 に示す。固有周期は，0.05 秒以

下であり，剛構造であることを確認した。また，振動モード図を図 2－5 及び図

2－6 に示す。 

 

表 2－11 Ｕ吊型モデル 固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1 次 水平 0.035 ― ― ― 

 

 

表 2－12 直吊型モデル 固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1 次 水平 0.031 ― ― ― 

 

 

  

（鳥瞰）             （側面） 

 

 

 

図 2－5 Ｕ吊型モデル 振動モード（1 次モード 水平方向 0.035s） 

青：変形前 

黒：変形後 
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（鳥瞰）            （XZ 側面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(YZ 側面)  

 

図 2－6 直吊型モデル 振動モード（1 次モード 水平方向 0.031s） 

 

 

  

青：変形前 

黒：変形後 
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2.4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 2－13 及び表 2－14 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作

成方針」に基づき設定する。 

 

表 2－13 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向設計震度 鉛直方向 

設計震度 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

制御室建物 
EL.22.050＊ 1 0.035 

0.05 
以下 

― ― 
ＣＨ（ＮＳ）＝ 

3.36＊ 2 
ＣＨ（ＥＷ）＝ 

4.86＊ 2 
ＣＶ＝ 2.38＊ 3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクト

ルにより得られる震度 
なお，制御室建物の天井スラブ（南側）の鉛直方向 1 次固有振動数が 20Hz を下
回る（Ⅵ-2-8-4-3「中央制御室遮蔽（１，２号機共用）の耐震性についての計
算書」参照）ことを踏まえ，制御室建物天井（EL22.050m）に設置する設備の鉛
直方向設計用震度は天井スラブ（南側）の応答増幅を考慮して設定する。 

 
 

表 2－14 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向設計震度 鉛直方向 

設計震度 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

制御室建物 
EL.22.050＊ 1 0.035 

0.05 
以下 

― ― 
ＣＨ（ＮＳ）＝ 

3.36＊ 2 
ＣＨ（ＥＷ）＝ 

4.86＊ 2 
ＣＶ＝ 2.38＊ 3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクト

ルにより得られる震度 
なお，制御室建物の天井スラブ（南側）の鉛直方向 1 次固有振動数が 20Hz を下
回る（Ⅵ-2-8-4-3「中央制御室遮蔽（１，２号機共用）の耐震性についての計
算書」参照）ことを踏まえ，制御室建物天井（EL22.050m）に設置する設備の鉛
直方向設計用震度は天井スラブ（南側）の応答増幅を考慮して設定する。 
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2.4.6 計算方法 

2.4.6.1 応力の計算方法 

自重及び地震力による荷重を絶対値和することにより組合せた荷重から，

応力を算出する。 

2.4.6.1.1 補強材 

補強材は，解析により出力される相当応力（Von-Mises 応力）で評価

する。 

 

2.4.6.1.2 支持鋼材・補強斜材 

支持鋼材・補強斜材は，解析により出力される荷重から応力を算出

する。 

以下に，評価項目毎の発生応力の算出式を示す。 

(1) 引張応力(軸力ＦｘＳの方向が引張方向) 

σｔＳ=
ＦｘＳ

ＡＳ
 ・・・・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.2.1） 

 

(2) 圧縮応力(軸力ＦｘＳの方向が圧縮方向) 

σｃＳ=
ＦｘＳ

ＡＳ
 ・・・・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.2.2） 

 

(3) せん断応力 

τＳ=√(
ＦｙＳ

ＡｓｙＳ
)

2

+(
ＦzＳ

ＡｓzＳ
)

2

+
ＭｘＳ

ＺｐＳ
 ・・・・・（2.4.6.1.2.3） 

 

(4) 曲げ応力 

σｂＳ=
ＭｙＳ

ＺｙＳ
+
ＭｚＳ

ＺｚＳ
 ・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.2.4） 

 

(5) 組合せ応力 

σｅｑＳ=√(σｔＳ+σｂＳ)
2
+3τＳ

2
 ・・・・・・・（2.4.6.1.2.5） 
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(6) 組合せ応力(圧縮＋曲げ)  

圧縮力と曲げモーメントを受ける部材応力は，次式を満足すること

を確認する。 

①
σｃＳ

ƒｃｍ
+
σｂＳ

ƒｂｍ
≤1.0  ・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.2.6） 

 

②
σｂＳ-σｃＳ

ƒｔｍ
≤1.0 ・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.2.7） 

 

(7) 組合せ応力(引張＋曲げ) 

引張力と曲げモーメントを受ける部材応力は，次式を満足すること

を確認する。 

①
σｔＳ+σｂＳ

ƒｔｍ
≤1.0 ・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.2.8） 

 

②
σｂＳ-σｔＳ

ƒ bｍ
≤1.0 ・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.2.9） 

 

2.4.6.1.3 照明ボルト（取付ボルト） 

照明ボルトは，解析により出力されるボルト 1 本あたりの荷重，面

積から応力を算出する。 

以下に，評価項目毎の発生応力の算出式を示す。 

(1) 引張応力 

σｔＢ３=
ＦｚＢ３

ＡＢ３
 ・・・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.3.1） 

 

(2) せん断応力 

τＢ３=
√(ＦｘＢ３

2
+ＦｙＢ３

2
)

ＡＢ３
   ・・・・・・・・（2.4.6.1.3.2） 
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2.4.6.1.4 継手ボルト 

継手ボルトは，解析により出力される荷重及びモーメントから，継

手のボルト配置を考慮して，応力を算出する。 

以下に，評価項目毎の発生応力の算出式を示す。また継手部概要を

図 2－7 及び，図 2－8 に示す。 

(1) 引張応力 

σｔＢ２=
Ｔ１Ｂ２+Ｔ２Ｂ２+Ｔ３Ｂ２

ＡＢ２
 ・・・・・・（2.4.6.1.4.1） 

ここで， 

Ｔ１Ｂ２=
Ｆｚ

ｎ
 ・・・・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.4.2） 

 

Ｔ２Ｂ２=

(
|Ｍｘ|

Ｌ
)

ｎｂ
 ・・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.4.3） 

 

Ｔ３Ｂ２=

(
|Ｍｙ|

Ｌ
)

ｎｂ
 ・・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.4.4） 

 

 

図 2－7 継手部概要 
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(2) せん断応力 

τＢ２=
√Ｑ１Ｂ２

2
+Ｑ２Ｂ２

2

ＡＢ２
 ・・・・・・・・・（2.4.6.1.4.5） 

ここで， 

Ｑ１Ｂ２=
|Ｆｘ|

ｎ
+

|Ｍｚ|

２∙Ｌ∙ｎｔ
 ・・・・・・・・・（2.4.6.1.4.6） 

 

Ｑ２Ｂ２=
|Ｆｙ|

ｎ
+

|Ｍｚ|

２∙Ｌ∙ｎｔ
 ・・・・・・・・・（2.4.6.1.4.7） 

 

 

 

図 2－8 継手部概要 
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2.4.6.1.5 基礎ボルト（メカニカルアンカ） 

基礎ボルトは，解析により出力される荷重を用いて，アンカ打設面

コンクリートのコーン状破壊を考慮した強度評価を実施する。 

以下に，評価項目毎の発生荷重の算出式を示す。 

(1) 引張荷重 

ｐＢ１=ＦｚＢ１ ・・・・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.5.1） 

 

(2) せん断荷重 

ｑＢ１=√ＦｘＢ１
2
+ＦｙＢ１

2
 ・・・・・・・・・（2.4.6.1.5.2） 

 

(3) 組合せ 

(
ｐＢ１

ｐａ
)

2

+(
ｑＢ１

ｑａ
)

2

 ・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.5.3） 
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2.4.6.1.6 溶接部 

溶接部は，解析により出力される荷重及びモーメントから，溶接部

の溶接断面を考慮してせん断応力を算出する。 

以下に，発生せん断応力の算出式を示す。 

(1) せん断応力 

τＷ=√τＮＷ
2
+τＱＷ

2
+τＭＷ

2
+τＭｔＷ

2
 ・・・・・（2.4.6.1.6.1） 

ここで， 

τＮＷ ：軸力により発生する溶接箇所のせん断応力 

= ＦｘＷ／ＡＷ（MPa） 

τＱＷ ：せん断力により発生する溶接箇所のせん断応力 

= ＦｙＷ 2 + ＦｚＷ 2 ／ＡＷ（MPa） 

τＭＷ ：曲げモーメントにより発生する溶接箇所のせん断応力 

= ＭｙＷ／ＺｙＷ + ＭｚＷ／ＺｚＷ（MPa） 

τＭｔＷ：ねじりモーメントにより発生する溶接箇所のせん断応力 

= ＭｘＷ／ＺｐＷ（MPa） 
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2.4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（中央制御室天井照明）及び荷重（地震荷重）は，本計

算書の【中央制御室天井照明（Ｕ吊型モデル）の耐震性についての計算結果】及

び【中央制御室天井照明（直吊型）の耐震性についての計算結果】の設計条件及

び機器要目に示す。 

 

2.4.8 応力の評価 

2.4.8.1 ボルト以外の応力評価 

2.4.6.1.1 項，4.6.1.2 項及び 2.4.6.1.6 項で求めた各応力が下表で定め

た許容応力以下であること。ただし，組合せ応力が許容引張応力 ƒｔｍ以下

であること。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｍ 
・1.5

1.5

Ｆ
 

許容圧縮応力 

ƒｃｍ 
・1.5

ν

Ｆ
・

Λ

λ
0.4・1

2





















  

許容せん断応力 

ƒｓｍ 
 

許容曲げ応力 

ƒｂｍ 
・1.5

1.5

Ｆ
 

 

ただし， 

 ･････････････････････････････････････ (2.4.8.1.1) 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

 ････････････････････････････････ (2.4.8.1.2) 

 ･････････････････････････････ (2.4.8.1.3) 

  

・1.5
31.5・

Ｆ

i

k
＝λ



2

Λ

λ
・
3

2
ν＝1.5 








′ 

＊  

＊  

＊  

′ 

＊  

＊  
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2.4.8.2 照明ボルト及び継手ボルトの応力評価 

2.4.6.1.3 項及び 2.4.6.1.4 項で求めた照明ボルト，継手ボルトの引張応

力σｔＢｉは，次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔｓ以下であること。ただ

し，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τＢｉ，ƒｔｏ] ･･･････････ (2.4.8.2.1) 

 

せん断応力τＢｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ

以下であること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 
・1.5
2

Ｆ
 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 
・1.5
31.5・

Ｆ
 

 

2.4.8.3 基礎ボルト（メカニカルアンカ）の評価 

2.4.6.1.5 項で求めた基礎ボルトの引張荷重ｐＢ１及びせん断荷重ｑＢ１が

許容値以下であること。また，引張応力比とせん断応力比の二乗和が 1 以

下であること。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張荷重 

ｐａ 
min[ｐａ１，ｐａ２] 

許容せん断荷重 

ｑａ 
min[ｑａ１，ｑａ２，ｑａ３] 

組合せ (
ｐＢ１

ｐａ
)

2

+(
ｑＢ１

ｑａ
)

2

≤1 

 

（1） 引張力を受ける場合 

ｐａ１＝φ１・ｓσｐａ・ｓｃａ 

ｐａ２＝φ２・αｃ・ｃσｔ・ＡＣ 

＊  
＊  
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ここで， 

ｐａ１ ：ボルトの降伏により決まる許容引張荷重（N） 

ｐａ２ ：コンクリートのコーン状破壊により決まる許容引張 

荷重（N） 

αｃ ：施工のばらつきを考慮した低減係数で，αｃ＝0.75 と

する。 

φ１，φ２：低減係数であり，以下の表に従う。 

 φ１ φ２ 

短期荷重用 1.0 2/3 

ｓσｐａ ：ボルトの引張強度で，ｓσｐａ＝ｓσｙとする。（MPa） 

ｓσｙ ：ボルトの降伏点強度であり，ｓσｙ＝Ｓｙとする。

（MPa） 

ｓｃａ ：ボルト各部の最小断面積（mm2）又はこれに接合される 

鋼材の断面積で危険断面における値 

ｃσｔ ：コーン状破壊に対するコンクリートの割裂強度で 

 ｃσｔ=0.31√ＦＣとする。（MPa） 

ＦＣ ：コンクリートの設計基準強度（MPa） 

ＡＣ ：コーン状破壊面の有効水平投影面積で， 

ＡＣ=π∙ℓｃｅ(ℓｃｅ+Ｄ) とする。（mm2） 

Ｄ        ：ボルト本体の直径（mm） 

ℓ        ：ボルトの埋込み深さで，母材表面から拡張面先端まで 

の距離（mm） 

ℓｃｅ ：強度算定用埋込み深さでℓｃｅ={
ℓ,  ℓ<4Ｄ

4Ｄ,  ℓ≥4Ｄ
（mm） 

 

（2） せん断力を受ける場合 

ｑａ１＝φ１・ｓσｑａ・ｓｃａ 

ｑａ２＝φ２・αｃ・ｃσｑａ・ｓｃａ 

ｑａ３＝φ２・αｃ・ｃσｔ・Ａｑｃ 

ここで， 

ｑａ１ ：ボルトのせん断強度により決まる許容せん断荷重（N） 

ｑａ２ ：コンクリートの支圧強度により決まる許容せん断荷重 

（N） 

ｑａ３ ：コンクリートのコーン状破壊により決まる許容せん断 
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荷重（N） 

αｃ ：施工のばらつきを考慮した低減係数で，αｃ＝0.75 

とする。 

φ１，φ２  ：低減係数であり，（1）において示す表に従う。 

ｓσｑａ ：ボルトのせん断強度で，ｓσｑａ＝0.7・ｓσｙとする。 

（MPa） 

ｃσｔ ：コーン状破壊に対するコンクリートの割裂強度で 

 ｃσｔ=0.31√ＦＣとする。（MPa） 

ｓｃａ ：ボルトのコンクリート表面における断面積（mm2） 

ｃσｑａ ：コンクリートの支圧強度でｃσｑａ=0.5√ＦＣ∙ＥＣ 

とする。（MPa） 

ＥＣ ：コンクリートの縦弾性係数（MPa） 

Ａｑｃ ：せん断荷重方向の側面におけるコーン状破壊面の有効 

投影面積で，Ａｑｃ＝0.5・πｃ2 とする。（mm2） 

ｃ        ：へりあき寸法（mm） 

 

（3） 組合せ 

基礎ボルトが引張荷重ｐＢ１及びせん断荷重ｑＢ１の組合せ荷重を受け

る場合，以下となるようにする。 

(
ｐＢ１

ｐａ
)

2

+(
ｑＢ１

ｑａ
)

2

≤1 
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2.5 評価結果 

2.5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

中央制御室天井照明の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有す

ることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

2.5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

中央制御室天井照明の重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を

有することを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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Ｕ
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）
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算
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果

】
 

1
．

設
計
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象

施
設

 

1
.1
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名
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重
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類
 

据
付
場
所
及
び
 

床
面
高
さ
 

(
m)
 

固
有

周
期
(ｓ

) 
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) 

周
囲
環
境
 

温
度
 

(℃
) 
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向
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度
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直

方
向
 

設
計
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度
 

水
平

方
向
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度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

Ｎ
Ｓ

方
向
 

Ｅ
Ｗ
方
向
 

中
央

制
御
室
 

天
井

照
明
 

Ｃ
 

制
御

室
建
物
 

E
L.
 
22
.
05
0
＊
1 

0
.0
3
5 

0
.0
5
以

下
 

―
 

―
 

Ｃ
Ｈ
（
Ｎ
Ｓ
）
＝

 3
.
36

＊
2 

Ｃ
Ｈ
（
Ｅ
Ｗ
）
＝

 4
.
86

＊
2  

Ｃ
Ｖ
＝
 2
.
38

＊
2  

―
 

4
0 

注
記
＊

1：
基
準

床
レ
ベ

ル
を
示
す
。
 

＊
2：
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計

用
震

度
Ⅱ
（
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震
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ｓ
）
を
上
回
る
設
計
震
度
 

＊
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床
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Ⅵ
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（
１
，
２
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用
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の
耐
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。
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.2
 

機
器

要
目
 部
材
 

材
料
 

Ｅ
(M
Pa
) 

Ｓ
ｙ
(M
Pa
) 

Ｓ
ｕ

(M
P
a)
 

ν
 

Ｆ
(M
Pa
) 

Ｆ
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＊ 
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3. 排煙ダクト（中央制御室排煙設備系） 

3.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方

針」及びⅥ-2-1-13「ダクト及び支持構造物の耐震計算について」の耐震評価方針に基づき，

下位クラス施設である排煙ダクト（Ｃクラス施設）が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十

分な構造強度を有していることを確認することで，直下に設置された上位クラス施設である安

全設備制御盤，原子炉制御盤，中央制御室空調換気系の管に対して，波及的影響を及ぼさない

ことを説明するものである。 

 

3.2 一般事項 

3.2.1 配置概要 

排煙ダクトは，上位クラス施設である安全設備制御盤，原子炉制御盤，中央制御室空調

換気系の管の上部に設置されており，排煙ダクトの落下時に上記上位クラス施設に波及的

影響を及ぼすおそれがある。排煙ダクトと安全設備制御盤，原子炉制御盤，中央制御室空

調換気系の管の位置関係を図 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 排煙ダクトと原子炉制御盤等の位置関係図（黒枠：評価対象範囲） 

 

3.2.2 構造計画 

排煙ダクトの構造計画を表 3－1に示す。 

 

排煙ダクト 

排煙ダクト 

61



 

 

3-2 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
7-
10
 R
0 

表
3－

1
 
構
造
計
画
 

計
画
の
概
要
 

構
造
概
略
図
 

基
礎
・
支

持
構
造
 

主
体
構
造
 

ダ
ク

ト
は

，
支

持
構

造
物

を

介
し

て
躯

体
へ

支
持

さ
れ

て

い
る
。
 

矩
形
ダ
ク
ト
 

 

 

Ａ
 

ダ
ク
ト
継
目
部
（
図
中
Ａ
）
 

補
強
材
 

接
合
フ
ラ
ン
ジ
 

支
持
構
造
物
 

62



 

3-3 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
7-
10
 R
0 

3.2.3 ダクト設計の基本方針 

3.2.3.1 耐震設計方針 

ダクト及びその支持構造物は，地震力に対して十分な強度を有するように設計す

る。 

 

3.2.3.2 ダクト及び支持構造物の設計手順 

ダクトの経路は，建物の形状，機器の配置，配管，ケーブルトレイ等の経路を考慮

し，耐震性を加味して決定する。 

以上を考慮して決定されたダクト経路について支持方法を定めて，ダクトが十分な

耐震強度を有するように支持点を決定する。 

 

3.2.3.3 評価方針 

ダクト及び支持構造物の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのあ

る下位クラス施設の耐震評価方針」にて設定した上位クラス施設と同じ運転状態にお

ける荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づく。 

 

3.2.3.4 設計用地震力 

ダクトについては，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に示す設計用地震力を用いて

評価を行う。なお，「2.3.5 ダクト支持点の設計方法」のうち，手法 1はダクトの

固有振動数が十分剛（20Hz以上）となる領域で設計することから，1.2・ZPAを使用

する。 

 

3.2.3.5 ダクト支持点の設計方法 

ダクト及びその支持構造物は適切な剛性を有するとともに，許容座屈曲げモーメン

トを満足する支持間隔とすることにより耐震性を確保する。 

ダクトの支持点は，手法 1の支持間隔で計画する。その支持間隔算定はダクトの固

有振動数が 20Hz以上となる支持間隔と 1.2・ZPAによりダクトに生じる曲げモーメン

トが許容座屈曲げモーメント以下となる支持間隔を算定し，いずれか小さい方を支持

間隔とする。 

支持点設計手順を図 3－2に示す。 
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Ｍ０ ： 発生曲げモーメント(N・mm)

Ｍ  ： 許容座屈曲げモーメント(N・mm)

1.2・ZPA ： 基準床の設計用震度の1.2倍の値

START

支持間隔設定

fd：ダクト固有振動数

地震力による

曲げモーメント算定
1.2・ZPA

座屈評価

Ｍ０ ≦ Ｍ

支持間隔決定

END

fd ＜ 20Hz

fd ≧ 20Hz

NG

OK

手法1

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－2 ダクト支持点設計手順 
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3.2.3.6 支持方法 

(1) 直管部 

ダクトの直管部は，「3.5 構造強度評価」で求まる支持間隔以下で支持するもの

とする。また，直管部が長い箇所には軸方向を拘束する支持構造物を設ける設計とす

る。 

(2) 曲管部 

曲管部は，直管部に比べ剛性及び強度が低下するが，「3.5 構造強度評価」で求

まる支持間隔は，これら曲管部の縮小率を包絡する支持間隔としている。 

(3) 分岐部 

分岐部は，「3.5 構造強度評価」で求まる支持間隔に縮小率を乗じた支持間隔を

用いて支持点を設計する。 

(4) 重量物の取付部 

ダクトに自動ダンパ等の重量物が取り付く場合は，その近傍又は重量物自体を支持

するものとする。なお，近傍を支持する場合においては，「3.5 構造強度評価」で

求まる支持間隔と，当該重量物を考慮した支持間隔を用いて，支持点を設計する。 

 

3.2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。） 

・ＪＩＳ Ｇ ３３０２(1994)「溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯」 
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3.2.5 記号の説明 

3.2.5.1 矩形ダクトの記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ｆ 

π 

 

Ｅ 

g 

Ｉ 

Ｗ 

β 

 

ａ 

ｂ 

ａｅ 

ｂｅ 

ｔ 

Ｍ０ 

α 

Ｍ 

Ｓ 

ＭＴ 

λ 

ν 

σｙ 

γ 

固有振動数 

円周率 

両端単純支持間隔 

縦弾性係数 

重力加速度 

断面二次モーメント 

ダクト単位長さ重量 

断面二次モーメントの安全係数＊ 

（幅厚比 b/t≦600･･･β＝0.75，b/t＞600･･･β＝0.6） 

ダクト長辺寸法 

ダクト短辺寸法 

ダクトフランジの有効幅 

ダクトウェブの有効幅 

ダクト板厚 

発生曲げモーメント 

設計震度（水平震度又は鉛直震度の大きい方） 

許容座屈曲げモーメント 

許容座屈曲げモーメントの安全係数（＝0.7） 

座屈限界曲げモーメント 

座屈限界曲げモーメントの補正係数＊ 

ポアソン比（＝0.3） 

降伏点（＝Ｓｙ） 

座屈限界曲げモーメントの安全係数＊（＝0.6） 

Hz 

― 

mm 

MPa 

mm/s2 

mm4 

N/mm 

― 

 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

― 

N･mm 

― 

N･mm 

― 

― 

MPa 

― 

注記＊：引用文献(1)より定義される係数 
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3.2.5.2 支持構造物の記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ｆｔ 

ｆｓ 

ｆｂ 

σｔ 

σｂ 

τ 

σ 

Ａ 

Ａｓ 

Ｚ 

Ｎ 

Ｑ 

Ｍ０ 

許容引張応力 

許容せん断応力 

許容曲げ応力 

引張（圧縮）応力 

曲げ応力 

せん断応力 

組合せ応力 

引張（圧縮）応力計算に用いる断面積 

せん断応力計算に用いる断面積 

曲げ応力計算に用いる断面係数 

引張（圧縮）方向荷重 

せん断方向荷重 

曲げモーメント 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm2 

mm2 

mm3 

N 

N 

N･mm 

 

 

3.2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 3－2に示すとおりである。 

 

表 3－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

外径 mm 小数点以下第 2位 四捨五入 小数点以下第 1位 

厚さ mm 小数点以下第 2位 四捨五入 小数点以下第 1位 

支持間隔 mm 十の位 切捨て 整数位 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

計算応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

  ＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容応力は，比例法に 

     より補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3.3 評価部位 

ダクトの耐震評価は，「3.5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，安全設備制御

盤，原子炉制御盤に対して波及的影響を及ぼさないことを確認する観点から，排煙ダクト及び

支持構造物を評価対象とする。 

 

3.4 固有振動数の計算方法 

3.4.1 計算モデル 

ダクト系は，図 3－3に示す両端を支持構造物で支持された両端単純支持はりにモデル

化する。 

 

 

 

 

 

 

図 3－3 両端単純支持はり 

 

 

3.4.2 固有振動数計算方法 

両端単純支持された矩形ダクトの固有振動数は，引用文献(1)より次式で与えられる。

算出に用いる矩形ダクトの断面図を図 3－4に示す。 

 

ｆ=
π

2・l2
･√

Ｅ・Ｉ・g

Ｗ
 ････････････････････････････････  (3.4.1) 

ここで， 

Ｉ = (
ｔ・be3

6
+ ａｅ･ｔ･

be2

2
) ･β ･････････････････････････････  (3.4.2) 

 
ａ

ae/2 ae/2

b
e
/
2

b
e
/
2

t

b

 

図 3－4 矩形ダクトの断面図 
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3.5 構造強度評価 

3.5.1 構造強度評価方法 

矩形ダクトの座屈評価を以下に示す。地震時，両端単純支持されたダクトに生じる曲げ

モーメントは，引用文献(1)より次式で与えられる。 

 

Ｍ
0

=
α・Ｗ・ℓ

2

8
 ･･････････････････････････････････････････  (3.5.1) 

 

ここで，設計震度αは水平震度又は鉛直震度の大きい方をダクト短辺寸法に考慮する。 

なお，鉛直震度の評価では自重も考慮する。また，ダクトの座屈による大変形を防ぐた

めにダクトに生じる曲げモーメントが許容座屈曲げモーメント以下となるようにする。 

 

Ｍ０≦Ｍ ･･･････････････････････････････････････････････････  (3.5.2) 

 

(3.5.1)，(3.5.2)式より許容座屈曲げモーメントから定まる支持間隔は次式で与えられ

る。 

 

ℓ = √
8・Ｍ

Ｗ・α
 ･････････････････････････････････････････････  (3.5.3) 

 

ここで， 

 

Ｍ ＝Ｓ・ＭＴ ････････････････････････････  (3.5.4) 

Ｍ
T

= λ･
π・ｔ・Ｉ

√1 − ν
2
・ｂ

2

･√Ｅ･𝜎𝑦･γ ････････････････････････････  (3.5.5) 

Ｉ =
ｔ・ｂ

3

6
+ ａｅ･ｔ･

ｂ
2

2
 ････････････････････････････  (3.5.6) 

 

 

3.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ダクトの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 3－3に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－4に示す。 

(2) 許容限界 

ダクトの許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，表 3－5及び表

3－6に，支持構造物の許容応力を表 3－7に示す。 

(3) 使用材料の許容応力評価条件 

ダクト及び支持構造物の許容応力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表

3－8に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－9に示す。 
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表
3－

3 
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態
（
設
計
基
準
対
象
施
設
）
 

施
設
区
分
 

機
器
名
称
 

耐
震
重
要
度
分
類
 

機
器
等
の
区
分
 

荷
重

の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

そ
の
他
 

排
煙
ダ
ク
ト
 

―
 

―
＊
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

注
記
＊
：
ク
ラ
ス
４
管
の
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態
を
適
用
す
る
。
 

  

表
3－

4 
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
 

施
設
区
分
 

機
器
名
称
 

設
備
分
類
 

機
器
等
の
区
分
 

荷
重

の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

そ
の
他
 

排
煙
ダ
ク
ト
 

―
 

―
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｓ
Ａ
Ｄ
＋
Ｓ
ｓ

＊
 

Ⅴ
Ａ
Ｓ
（
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と
し
て
Ⅳ

Ａ
Ｓ

の
許
容
限
界
を
用
い
る
。）

 

注
記
＊
：
「
Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
」
の
評
価
に
包
絡
さ
れ
る
場
合
は
，
評
価
結
果
の
記
載
を
省
略
す
る
。
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表
3－

5 
許
容
限
界
（
ク
ラ
ス
４
管
）
 

許
容
応
力
状
態
 

許
容
限
界
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

地
震
時
の

加
速
度
に
対
し
機
能
が
保
た
れ
る
よ
う
サ
ポ
ー
ト
の
ス
パ
ン
長
を
最
大
許
容
ピ
ッ
チ
以
下
に
確
保
す
る
こ
と
。
 

（
最
大
許

容
ピ
ッ
チ
は
「

5.
 
構
造
強
度
評
価
」
に
基
づ
き
許
容
座
屈
曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
よ
り
算
出
す
る
。
）
 

  

表
3－

6 
許
容
限
界
（
重
大
事
故
等
ク
ラ
ス
２
管
（
ク
ラ
ス
４
管
）
）
 

許
容
応
力
状
態
 

許
容
限
界
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

地
震
時
の

加
速
度
に
対
し
機
能
が
保
た
れ
る
よ
う
サ
ポ
ー
ト
の
ス
パ
ン
長
を
最
大
許
容
ピ
ッ
チ
以
下
に
確
保
す
る
こ
と
。
 

（
最
大
許

容
ピ
ッ
チ
は
「

5.
 
構
造
強
度
評
価
」
に
基
づ
き
許
容
座
屈
曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
よ
り
算
出
す
る
。
）
 

Ⅴ
Ａ
Ｓ
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表
3－

7 
許
容
応
力
（
そ
の
他
の
支
持
構
造
物
及
び
重
大
事
故
等
そ
の
他
の
支
持
構
造
物
）

＊
1  

許
容
応
力
状
態
 

許
容
限
界

＊
2 

（
ボ
ル
ト
等
以
外
）
 

一
次
応
力
 

引
張
 

せ
ん
断
 

曲
げ
 

組
合
せ

＊
3  

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

1.
5・

ｆ
ｔ
 

1.
5・

ｆ
ｓ

 
1.

5・
ｆ

ｂ
 

1
.
5・

ｆ
ｔ
 

Ⅴ
Ａ
Ｓ
 

（
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と
し
て
Ⅳ

Ａ
Ｓ
の
許
容
限
界
を
用
い
る
。
）
 

注
記
＊
1：

ｆ
ｔ

 
，

ｆ
ｓ

 
，
ｆ

ｂ
 
は
，
ｆ

ｔ
，
ｆ

ｓ
，
ｆ

ｂ
の
値
を
算
出
す
る
際
に
設
計
・
建
設
規
格
 
SS
B-
31
21
.
1(
1
)本

文
中
「
付
録
材
料
図
表
 
P
a
r
t5
 
 

 
 
 
 

 表
8
に

定
め
る
値
」
と
あ
る
の
を
「
付

録
材
料
図
表
 
Pa
rt
5 

表
8
に
定
め
る
値
の

1.
2
倍
の
値
」
と

読
み
替
え
て
計
算
し
た
値
と
す
る
。
 

 
 

＊
2：

当
該
の

応
力
が
生
じ
な
い
場
合
，
規
格

基
準
で
省
略
可
能
と
さ
れ
て
い
る
場
合
及
び
他
の
応
力
で
代
表
可
能
で
あ
る
場
合
は
評
価
を
省
略
す
る
。
 

 
 

＊
3：

組
合
せ

応
力
の
許
容
応
力
は
，
設
計
・

建
設
規
格
に
基
づ
く
値
と
す
る
。
 

 
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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表
3－

8 
使
用
材
料
の
許
容
応
力
評
価
条
件
（
設
計
基
準
対
象
施
設
）
 

評
価
部
材
 

材
料
 

温
度
条
件
 

(℃
) 

Ｓ
＊
1
 

(M
Pa
) 

Ｓ
ｙ

 

(M
Pa

) 

Ｓ
ｕ

＊
1  

(
M
P
a
) 

Ｓ
y
(Ｒ

Ｔ
)
＊
1  

(
M
P
a)
 

ダ
ク
ト
 

SG
CC
 

最
高
使
用
温
度
 

40
 

―
 

 
―

 
―
 

支
持
架
構
 

ST
KR
40
0 

周
囲
環
境
温
度
 

50
 

―
 

23
4 

39
4 

―
 

注
記
＊
1：

評
価
に

使
用
し
て
い
な
い
許
容
応
力
に

つ
い
て
は
「
―
」
と
記
載
す
る
。
 

 
 

＊
2：

  

表
3－

9 
使
用
材
料
の
許
容
応
力
評
価
条
件
（
重
大
事
故
等
対

処
設
備
）
 

評
価
部
材
 

材
料
 

温
度
条
件
 

(℃
) 

Ｓ
＊

1  

(M
Pa
) 

Ｓ
ｙ

 

(M
Pa
) 

Ｓ
ｕ

＊
1  

(
M
P
a
) 

Ｓ
y
(Ｒ

Ｔ
)＊

1  

(
M
P
a)
 

ダ
ク
ト
 

SG
CC
 

最
高
使
用
温
度
 

40
 

―
 

 
―

 
―
 

支
持
架
構
 

ST
KR
40
0 

周
囲
環
境
温
度
 

50
 

―
 

23
4 

39
4 

―
 

注
記
＊
1：

評
価
に

使
用
し
て
い
な
い
許
容
応
力
に

つ
い
て
は
「
―
」
と
記
載
す
る
。
 

 
 

＊
2：
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3.5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 3－10及び表 3－11に示す。 

本計算書において評価に用いる基準地震動Ｓｓによる地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応

答スペクトルの作成方針」に基づく。 

 

表 3－10 設計用地震力（設計基準対象施設） 

機器名称 建物・構築物 
標高(EL) 

(m) 

基準地震動Ｓｓ 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

排煙ダクト  2.43＊ 1.19＊ 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

 

表 3－11 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

機器名称 建物・構築物 
標高(EL) 

(m) 

基準地震動Ｓｓ 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

排煙ダクト  2.43＊ 1.19＊ 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 
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3.6 排煙ダクトの耐震性確認結果 

排煙ダクトの耐震支持間隔は，「3.2.3 ダクト設計の基本方針」に示す手法 1から定めて

おり，設計基準対象施設としての支持間隔を表 3－12に，重大事故等対処設備としての支持間

隔を表 3－13に示す。 

排煙ダクトの実機の支持間隔を図 3－5に示す。図 3－5のとおり，排煙ダクトの実機の支持

間隔は，表 3－12及び表 3－13に示す支持間隔を満足しており，設計用地震力に対して十分な

構造強度を有していることにより波及的影響を及ぼさないことを確認した。 

 

表 3－12 排煙ダクトの耐震支持間隔（設計基準対象施設としての評価結果） 

ダクト 

種別＊ 

ダクト 
板厚 

(mm) 

支持間隔 

（f≧20Hz） 

(mm) 

発生曲げ 

モーメント 

Ｍ０ 

(N･mm) 

許容座屈曲げ

モーメント 

Ｍ 

(N･mm) 

長辺 

(mm) 

短辺 

(mm) 

亜鉛めっき鋼板 

ハゼ折ダクト 

（SGCC） 

560 370 0.8 

700 350 0.8 

800 500 0.8 

1000 370 0.8 

注記＊：全て保温有りとして算出 

 

表 3－13 排煙ダクトの耐震支持間隔（重大事故等対処設備としての評価結果） 

ダクト 

種別＊1 

ダクト 
板厚 

(mm) 

支持間隔 

（f≧20Hz） 

(mm) 

発生曲げ 

モーメント 

Ｍ０ 

(N･mm) 

許容座屈曲げ

モーメント 

Ｍ 

(N･mm) 

長辺 

(mm) 

短辺 

(mm) 

亜鉛めっき鋼板 

ハゼ折ダクト 

（SGCC） 

560 370 0.8 ―＊2 ― ― 

700 350 0.8 ―＊2 ― ― 

800 500 0.8 ―＊2 ― ― 

1000 370 0.8 ―＊2 ― ― 

注記＊1：全て保温有りとして算出 

  ＊2：重大事故等対処設備としての支持間隔は，設計基準対象施設としての支持間隔と同様で 

     あるため，記載を省略する。 
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図 3－5 排煙ダクトの実機の支持間隔 

 

3.7 支持構造物設計の基本方針 

3.7.1 支持構造物の構造及び種類 

支持構造物は，形鋼及び角形鋼管を組み合わせた溶接構造を原則とし，その用途に応じ

て以下に大別する。 

(1) ダクト軸直角の 2方向を拘束するもの 

(2) ダクト軸方向及び軸直角の 3方向を拘束するもの 

図 3－6，図 3－7及び図 3－8 に支持構造物の代表例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－6 2方向（軸直角方向）拘束の代表例 

  

ダクト 

埋込金物 

ダクト支持構造物 

（形鋼及び角形鋼管） 
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図 3－7 3方向（軸方向及び軸直角方向）拘束の代表例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－8 垂直ダクトの支持の代表例（2方向（軸直角方向）拘束の代表例） 

 

 

3.7.2 支持構造物の考慮事項 

支持構造物の構造は，ダクトに作用する地震荷重に対し十分な強度を有する構造とす

る。なお，ダクトの荷重は，隣接する支持構造物の距離より定まる負担割合（ダクト長

さ）から求めたダクト重量（ダクトに取付くダンパ等の重量物も考慮する）に地震力（震

度）を乗じて算出する。 

継ぎ材 

ダクト補強（接合）アングル 

Ａ Ａ 

ダクト補強（接合）アングル 

Ａ～Ａ 矢視図 
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3.7.3 支持構造物の耐震性確認 

各支持構造物を，種類及び型式ごとに分類し，それぞれ最大の荷重を負担する支持構造

物を代表としてその耐震性の確認結果を表 3－14に示す。 

耐震性の確認には，解析コード「ＮＳＡＦＥ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性

確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

また，支持構造物の強度計算式を以下に示す。 

なお，以下に示す計算式は代表的な形状に対するものであり，記載のない形状について

も同様の計算式で計算できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5・ｆｔ
  

 

 

表 3－14 ダクト支持構造物の耐震性確認結果 

支持 

構造物 

番号 

種類 型式＊ 材質 
温度 

(℃) 

支持点荷重 評価結果 

反力(N) モーメント(N･mm) 
応力 

分類 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

580-S-008 
レストレ 

イント 
２ＲＥ STKR400 50 0 2.450E+03 6.600E+03 ― ― ― 組合せ 44 276 

580-S-019 
レストレ 

イント 
３ＲＥ STKR400 50 4.850E+03 1.380E+03 4.660E+03 ― ― ― 組合せ 55 276 

注記＊：「２ＲＥ」はダクト軸直角の 2方向を拘束するもの，「３ＲＥ」はダクト軸方向及び軸 

    直角の 3 方向を拘束するものを示す。 

 

3.8 引用文献 

(1) 共同研究報告書「機器配管系の合理的な耐震設計手法の確立に関する研究」，昭和 61年

3月 

 

Ｑ 

Ｎ 

Ｍ０ 

σｔ＝Ｎ／Ａ 

 

τ＝Ｑ／Ａｓ 

 

σｂ＝Ｍ０／Ｚ 

 

 

 

したがって， 
 

 
≧ σ = √(σt+σb)

2
+ 3・τ2 

 

＊
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4. 防煙垂れ壁 

4.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方

針」にて設定している耐震評価方針に基づき，防煙垂れ壁（Ｃクラス施設）が基準地震動Ｓ

ｓに対して十分な構造強度を有していることを確認することで，下部に設置された上位クラ

ス施設である安全設備制御盤，原子炉制御盤，中央制御室空調換気系の管，中央制御室空気

供給系の管に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

 

4.2 一般事項 

4.2.1 配置概要 

防煙垂れ壁は，上位クラス施設である安全設備制御盤，原子炉制御盤，中央制御室空

調換気系の管，中央制御室空気供給系の管の上部に設置されており，防煙垂れ壁の落下

時に上記上位クラス施設に波及的影響を及ぼすおそれがある。防煙垂れ壁と安全設備制

御盤，原子炉制御盤，中央制御室空調換気系の管，中央制御室空気供給系の管の位置関

係を図 4－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

図4－1 防煙垂れ壁と原子炉制御盤等の位置関係図（黒枠：評価対象範囲） 

  

防煙垂れ壁 
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4.
2.
2 

構
造

計
画
 

防
煙
垂
れ
壁
の
構
造
計
画
を
表

4－
1
に
示
す
。
 

表
4－

1 
防
煙
垂
れ
壁

 
構
造
計
画

計
画
の
概
要
 

概
略
構
造
図
 

基
礎
・
支
持
構
造
 

主
体
構
造
 

防
煙
垂
れ
壁
を
形
成
す
る
鋼

板
は
固
定
ボ
ル
ト
に
よ
り
鋼

製
の
フ
レ
ー
ム
部
材
に
よ
り

支
持
さ
れ
，
鋼
製
の
フ
レ
ー

ム
部
材
は
基
礎
ボ
ル
ト
に
よ

り
建
物
躯
体
で
あ
る
天
井
及

び
壁
に
固
定
さ
れ
る
。
 

鋼
板
 

 

 

80



 

4-3 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-1
0 
R0
 

4.2.3 評価方針 

防煙垂れ壁の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施

設の耐震評価方針」に従い実施する。 

評価については，「4.2.2 構造計画」にて示す防煙垂れ壁の部位を踏まえ，「4.3 評価

部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用

地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4.5 構造強度評価」にて示す方法に

て確認することで実施する。確認結果を「4.6 評価結果」に示す。 

防煙垂れ壁の耐震評価フローを図 4－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 防煙垂れ壁の耐震評価フロー 

 

  

理論式による固有周期 

設計用地震力 

防煙垂れ壁の構造強度評価 

地震時における応力 

計算モデルの設定 
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4.2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。） 

・機械工学便覧(（社）日本機械学会) 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 
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4.2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣⅤ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1（1）に定める値 MPa 

Ｆ＊ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

ƒｔm フレーム部材の許容引張応力 MPa 

ƒｓm フレーム部材の許容せん断応力 MPa 

ƒｂm フレーム部材の許容曲げ応力（許容引張応力と同じ値とする） MPa 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ρ 単位体積当たりのフレーム部材及び鋼板の質量 kg/mm3 

Ａ フレーム部材の断面積 mm2 

Ａｓ フレーム部材のせん断断面積 mm2 

Ｚ フレーム部材の断面係数 mm3 

Ｉ フレーム部材の断面二次モーメント mm4 

Ｌ フレーム部材の長さ mm 

π 円周率 ― 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 s 

Ｎ フレーム部材の軸力 N 

Ｑ フレーム部材のせん断力 N 

Ｍ フレーム部材の曲げモーメント N･mm 

σｔ フレーム部材に生じる引張応力 MPa 

τ フレーム部材に生じるせん断応力 MPa 

σb フレーム部材に生じる曲げ応力 MPa 

σｆ フレーム部材に生じる組合せ応力 MPa 
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記号 記号の説明 単位 

ƒｔｏ 基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｓｂ 基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｓ 
基礎ボルトが引張力とせん断力を同時に受ける場合の許容引張応力

（許容組合せ応力） 
MPa 

Ａｂ 基礎ボルトの呼び径断面積 mm2 

ｄｏ 基礎ボルトの呼び径 mm 

 基礎ボルト間距離 mm 

ｎ１ 評価上曲げモーメントを受けるとして期待する基礎ボルトの本数 ― 

ｎ２ 評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 ― 

ｎ３ 評価上せん断力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 ― 

Ｐ１ 曲げモーメントに対するアンカーボルト１本あたりの偶力 N 

Ｐ２ 引抜に対するアンカーボルト１本あたりの引張荷重 N 

Ｆｂa 基礎ボルト部の引張力 N 

Ｆｂs 基礎ボルト部のせん断力 N 

Ｆｂ 基礎ボルト1本あたりに作用する引張力 N 

Ｑｂ 基礎ボルト1本あたりに作用するせん断力 N 

Ｍｂ 基礎ボルトに作用する曲げモーメント N・mm 

σｔｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 
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4.2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 4－2に示すとおりである。 

 

表 4－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2位＊2 四捨五入 小数点以下第 1位＊3 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3位の場合は，小数点以下第 3位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

 ＊4：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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4.3 評価部位 

防煙垂れ壁の耐震評価は，「4.5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上

厳しくなるフレーム部材及び基礎ボルトについて実施する。なお，防煙垂れ壁は，支持構造

物であるフレーム部材及び基礎ボルトが健全であれば落下による損傷を防止できるため，フ

レーム部材及び基礎ボルトを評価対象とする。防煙垂れ壁の耐震評価部位については，表 4－

1の概略構造図に示す。 

 

4.4 固有周期 

4.4.1 固有周期の計算方法 

防煙垂れ壁の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル 

a. 防煙垂れ壁のフレーム部材は，十分剛な天井に基礎ボルトにより固定されてお

り，天井を固定端とする。 

b. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

c. 防煙垂れ壁は複数配置したフレーム部材と鋼板による連続した構造であるが保

守的に鋼板の剛性を期待しないものとしたフレーム部材 1 本の計算モデルとし，

図 4－3に示す上端固定の片持ち梁として考える。 

d. 防煙垂れ壁の全体質量については，片持ち梁にフレーム部材および鋼板の質量

を付加する。鋼板については，鋼板を支持する両側のフレーム部材に均等に付

加されるものとし，さらに，フレーム部材の最大間隔は であることを踏

まえてフレーム部材を中心に片側を の範囲を質量

を考慮する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3 固有周期の計算モデル  
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(1) 水平方向固有周期 

水平方向固有周期は下式（4.4.1.1）で求める。 

 

ＴＨ＝
1

 (
1.8752

2πＬ
2 × √

ＥＩ

ρＡ
)

 

････････････････････････････････ (4.4.1.1) 

 

(2) 鉛直方向固有周期 

鉛直方向固有周期は下式（4.4.1.2）で求める。 

 

ＴＶ＝
1

 (
π 2⁄

2πＬ
× √

Ｅ

ρ
)

 

････････････････････････････････････ (4.4.1.2) 

 

4.4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【防煙垂れ壁の耐震性についての計

算結果】の機器要目に示す。 

 

4.4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－3に示す。固有周期は，0.05秒以下であり，剛構造であ

ることを確認した。 

   表 4－3 固有周期   （単位：s） 

防煙垂れ壁 
水平 

鉛直 
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4.5 構造強度評価 

4.5.1 構造強度評価方法 

4.4.1(1)項ａ.～ｄ.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力はフレーム部材に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用する。 

(2) 水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を用いる。 

 

4.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

防煙垂れ壁の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用

いるものを表 4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 

 

4.5.2.2 許容応力 

防煙垂れ壁の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－6 に示

す。 

 

4.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

防煙垂れ壁の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 4－7に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－8に示す。 
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表
4－

4 
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態
（
設
計
基
準
対
象
施
設
）
 

施
設
区
分
 

機
器
名
称
 

耐
震
重
要
度
分
類
 

機
器
等
の
区
分
 

荷
重
の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

そ
の
他
 

防
煙
垂
れ
壁
 

Ｃ
 

―
＊
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

注
記
＊
：
そ
の
他
支
持
構
造
物
の
荷
重
の
組
合
せ

及
び
許
容
応
力
を
適
用
す
る
。
 

  

表
4－

5 
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
 

施
設
区
分
 

機
器
名
称
 

設
備
分
類
 

機
器
等
の
区
分
 

荷
重
の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

そ
の
他
 

防
煙
垂
れ
壁
 

―
 

―
＊
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
 

Ⅴ
Ａ
Ｓ
 

（
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と
し
て
Ⅳ

Ａ
Ｓ
の

許
容
限
界
を
用
い
る
）
 

注
記
＊
：
そ
の
他
支
持
構
造
物
の
荷
重
の
組
合
せ

及
び
許
容
応
力
を
適
用
す
る
。
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表
4
－
6 

許
容
応
力
（
そ
の
他
支
持
構
造
物
及
び
重
大
事
故
等
そ
の
他
支
持
構
造
物
）
 

許
容
応
力
状
態
 

許
容
限
界

＊
1
，

＊
2 

（
ボ
ル
ト
等
以
外
）
 

許
容
限
界

＊
1，

＊
2
 

（
ボ
ル
ト
等
）
 

一
次
応
力
 

一
次
応
力
 

引
張
 

せ
ん
断
 

圧
縮
 

曲
げ
 

引
張
 

せ
ん
断
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

1.
5・

fｔ
 

1.
5・

fｓ
 

1.
5・

fｃ
 

1.
5・

fｂ
 

1
.
5・

fｔ
 

1
.
5・

fｓ
 

Ⅴ
Ａ
Ｓ
 

（
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と
し
て
Ⅳ

Ａ
Ｓ
の
許
容
限
界
を
用
い
る
）
 

1.
5・

fｔ
 

1.
5・

fｓ
 

1.
5・

fｃ
 

1.
5・

fｂ
 

1
.
5・

fｔ
 

1
.
5・

fｓ
 

注
記
＊
1：

応
力
の
組
合
せ
が
考
え
ら
れ
る
場
合
に
は
，
組
合
せ
応
力
に
対
し
て
も
評
価
を
行
う
。
 

＊
2：

当
該
の
応
力
が
生
じ
な
い
場
合
，
規
格
基
準
で
省
略
可
能
と
さ
れ
て
い
る
場
合
及
び
他
の
応
力
で
代
表
可
能
で
あ
る
場
合
は
評
価
を
 

省
略
す
る
。
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  
 

＊ ＊ 

＊ ＊ 

＊ ＊ 

＊ ＊ 

＊ ＊ 

＊ ＊ 
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表
4－

7 
使
用
材
料
の
許
容
応
力
評
価
条
件
（
設
計
基
準
対
象

施
設
）
 

機
器
名
称
 

評
価
部
材
 

材
料
 

温
度
条
件
 

（
℃
）
 

Ｓ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
（
Ｒ
Ｔ
）
 

(
M
P
a
) 

防
煙
垂
れ
壁
 

フ
レ
ー
ム
部
材
 

周
囲
環
境
温
度
 

40
 

―
 

2
4
5 

4
0
0 

―
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

周
囲
環
境
温
度
 

40
 

―
 

2
4
5 

4
0
0 

―
 

  

表
4－

8 
使
用
材
料
の
許
容
応
力
評
価
条
件
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
 

機
器
名
称
 

評
価
部
材
 

材
料
 

温
度
条
件
 

（
℃
）
 

Ｓ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
（
Ｒ
Ｔ
）

 

(
M
P
a
) 

防
煙
垂
れ
壁
 

フ
レ
ー
ム
部
材
 

周
囲
環
境
温
度
 

40
 

―
 

2
4
5 

4
0
0 

―
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

周
囲
環
境
温
度
 

40
 

―
 

2
4
5 

4
0
0 

―
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4.5.3 設計用地震力 

防煙垂れ壁の評価に用いる設計用地震力を表 4－9に示す。 

基準地震動Ｓｓによる地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に

基づき設定する。 

 

表 4－9 設計用地震力 

据付場所 
及び 

天井面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

制御室建物 
EL22.050*1  ― ― ＣＨ＝3.65*2 ＣＶ＝1.77*3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクト

ルにより得られる震度 
なお，制御室建物の天井スラブ（南側）の鉛直方向 1 次固有振動数が 20Hz を下
回る（Ⅵ-2-8-4-3「中央制御室遮蔽（１，２号機共用）の耐震性についての計
算書」参照）ことを踏まえ，制御室建物天井（EL22.050m）に設置する設備の鉛
直方向設計用震度は天井スラブ（南側）の応答増幅を考慮して設定する。 
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4.5.4 計算方法 

4.5.4.1 応力の計算方法 

4.5.4.1.1 荷重の計算方法 

図 4－3に示すようにフレーム部材を端部固定の片持ち梁として考え，固定部

に生じる荷重を次のように求める。 

 

(1) 軸力 

 

Ｎ＝ρ×Ａ×g×(1＋ＣＶ)×Ｌ ･･････････････････････････････ (4.5.4.1.1.1) 

 

(2) せん断力 

 

Ｑ＝ρ×Ａ×g×ＣＨ×Ｌ ･････････････････････････････････ (4.5.4.1.1.2) 

 

(3) 曲げモーメント 

 

ρ×Ａ×g×ＣＨ×Ｌ２ 

        2 
･････････････････････････････････ (4.5.4.1.1.3) 
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4.5.4.1.2 フレームの応力 

軸力Ｎ，せん断力Ｑ及び曲げモーメントＭより各応力を次のように求める。 

 

(1) 引張応力 

      

σｔ＝
Ｎ

Ａ
 ･･･････････････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.2.1) 

 

(2) せん断応力 

 

τ＝
Ｑ

Ａｓ
 ･･･････････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.2.2) 

 

(3) 曲げ応力 

 

σｂ＝
Ｍ

Ｚ
 ･･･････････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.2.3) 

 

(4) 組合せ応力 

a．垂直応力とせん断応力の組合せ 

 

σｆ＝√（σｂ＋σｔ）
2

＋3×τ
2

 ･･･････････････････････････ (4.5.4.1.2.4) 

 

ｂ．引張力と曲げモーメントの組合せ 

引張力と曲げモーメントを受ける部材の組合せ応力は，以下の計算式

（4.5.4.1.2.5），（4.5.4.1.2.6）を満足することを確認する。 

 

σｔ＋σｂ

𝑓ｔｍ
 ≦1 ･････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.2.5) 

   かつ 

σｂ－σｔ

𝑓ｂｍ
 ≦1 ･････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.2.6) 
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4.5.4.1.3 基礎ボルトの応力 

基礎ボルトに生じる応力は，4.5.4.1.1項で計算した荷重を用い，地震による引

張応力とせん断応力について計算する。防煙垂れ壁の基礎ボルト部の概要を図 4－

4に示す。 

 

(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張応力は，軸力Ｎを引張力Ｆｂa とし，曲げモーメントＭをＭｂ

と考え，これを図 4－4に示す評価対象ボルトで受けるものとして計算する。 

 

a. 引張力 

Ｐ１＝
Ｍｂ

ｎ１×ℓ
 ･･･････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.3.1) 

Ｐ２＝
Ｆｂa

ｎ２
 ･･･････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.3.2) 

Ｆｂ＝Ｐ１＋Ｐ２ ･･･････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.3.3) 

 

b. 引張応力 

Ａｂ＝
π

4
×ｄｏ

2

 ･･･････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.3.4) 

σｔｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ
 ･･･････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.3.5) 

  

(2) せん断応力 

a. せん断力 

Ｑｂ＝
Ｆｂs

ｎ３
 ･･･････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.3.6) 

b. せん断応力 

τｂ＝
Ｑｂ

Ａｂ
 ･･･････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.3.7) 

  

図 4－4 基礎ボルト部の概要 

ℓ 

Ｍb 

ｎ1 

ｎ2, ｎ3 

95



 

4-18 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-1
0 
R0
 

4.5.5 計算条件 

応力解析に用いる自重及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【防煙垂れ壁の耐震性に

ついての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.5.6 応力の評価 

4.5.6.1 フレーム部材の応力評価 

4.5.4.1.2項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，組

合せ応力が許容引張応力 ƒｔm以下であること。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔm 

Ｆ

1.5
･1.5 

許容せん断応力 

ƒｓm 

Ｆ

1.5･ 3
･1.5 

許容曲げ応力 

ƒｂm 

Ｆ

1.5
･1.5 

 

 

4.5.6.2 基礎ボルトの応力評価 

4.5.4.1.3項で求めた基礎ボルトの引張応力σｔｂ は，次式より求めた許容組合せ

応力 ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τb，ƒｔｏ]  

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下で

あること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

Ｆ

2
･1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

Ｆ

1.5･ 3
･1.5 

 

  

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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4.6 評価結果 

4.6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

防煙垂れ壁の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることにより波及

的影響を及ぼさないことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

4.6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

防煙垂れ壁の重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることにより波

及的影響を及ぼさないことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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震
動

Ｓ
ｓ
 

備
考
 

算
出

応
力
 

許
容

応
力
 

 

防
煙

垂
れ
壁
 

フ
レ
ー
ム
部
材
 

引
張
 

σ
ｔ
 

＝
 2
 

ƒ
ｔ
m 

＝
 2
79
 

 

せ
ん

断
 

τ
 

＝
 4
 

ƒ
ｓ
m 

＝
 1
60
 

 

曲
げ
 

σ
ｂ
 

＝
 6
8 

ƒ
ｂ
m 

＝
 2
79
 

 

組
合

せ
（
垂

直
＋
せ

ん
断
）
 

σ
f 

＝
 7
1 

ƒ
ｔ
m 

＝
 2
79
 

 

組
合

せ
（
引

張
＋
曲

げ
）
 

0
.2
5
1 

1 
単
位
：
な
し
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

引
張
 

σ
ｔ
ｂ
 ＝

 4
8 

ƒ
ｔ
ｓ
 ＝

 1
68

＊
 

 

せ
ん

断
 

τ
ｂ
 

＝
 7
 

ƒ
ｓ
ｂ
 ＝

 1
29
 

 

す
べ

て
許
容

応
力
以

下
で
あ
る
。
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：
ƒ
ｔ
ｓ
＝
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1
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・
ƒ
ｔ
ｏ
－

1.
6・

τ
b，

ƒ
ｔ
ｏ
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